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京大東アジアセンターニュースレター   第 340 号
(旧・「京大上海センターニュースレター」) 



























2010 年 11 月 6 日(土) 13 時 
京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
 
総合司会 京都大学大学院経済学研究科教授 椙山 泰生 
 
13:00-13:10 
挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 田中秀夫 
東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅純二郎   
13:10-13:50 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  新興国における小型車･低価格車セグメントの構造 
      ―全体テーマと報告構成―   
第１部 非自動車セグメントのボリューム  
13:50-14:20 
エイムス ディレクター  菊地 捷  低速電気自動車の車体構造と普及の見通し   
14:20-14:50 
東京大学社会科学研究所 教授 田島 俊雄 「汽車下郷」と中国的農用車・微型車の命運 






inforBRIDGE 社長   繁田 奈歩 小型車中心のインド自動車市場 
      ―タタ･ナノの今後を探る―     
第２部 日中韓自動車メーカーのマーケティング戦略  
15:30-16:00 
明治大学国際日本学部 准教授 呉 在烜  現代自動車の現地適応戦略 
―エラントラが売れる理由－  
16:00-16:30 
東京大学ものづくりセンター 助教 李 澤建  奇瑞汽車のマーケティング戦略   
16:30-17:00 





懇親会（参加費無料）  於カンフォーラ 
司会 京都大学東アジア経済研究センター協力会 理事 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター長 劉徳強 
閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会 副会長 大森經徳 
 
参加資格： 自由参加、シンポジウム・懇親会とも入場無料 










  時 間： 2010 年 11 月 9 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3 階第 3 教室 




 前期： 4 月 20 日（火）、 5 月 18 日（火）、 6 月 15 日（火）、7 月 6 日(火)、7 月 20 日（火） 














日時 2010 年 11 月 25 日(木) 15:00-17:00 






コメンテイタ―  原良憲経営管理大学院教授 
(講演・コメントには通訳がはいります。)  
主催  京都大学経済学研究科、京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター 
************************************************************************************************ 




                                                               小島正憲 
 
１．「中国人件費の行方」   ２．「中国で尊敬される日本人たち」   ３．「今、あなたが中国行きを命じられたら」 
４．「知らないではすまない中国の大問題」   ５．「バブル崩壊で死ぬか、インフレで死ぬか」  
 
１．「中国人件費の行方」  上海時迅商務諮詢有限公司：企画編集  NNA 刊  ８月１８日発行 






















２．「中国で尊敬される日本人たち」  朱建榮著  中経出版刊  ９月２３日発行 




























３．「今、あなたが中国行きを命じられたら」  高田拓著  ビーケーシー刊  8 月 2 日発行 
副題 ： 「失敗事例から学ぶ中国ビジネス」 





















４．「知らないではすまない中国の大問題」  サーチナ総合研究所  アスキー新書刊  ８月１０日発行 




























５．「バブル崩壊で死ぬか、インフレで死ぬか」  石平・有本香著  WAC 刊  ９月２９日発行 
副題 ： 「不動産国家・中国の行方」   





























































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 





5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
